
第 ２ １ ２ 回 役 員 会 議 事 次 第 

 

 

Ⅰ 日 時  令和６年２月２１日（水）教育研究評議会終了後～ 

 

Ⅱ 場 所  オンライン会議 

 

Ⅲ 議 事 

１ 前回議事録の確認について 

 ２ 審議事項  

（１）事務組織規程の一部改正について 【大学戦略課長】資料１ 

（２）学部学生の他大学等における学修による単位等及び入学前の 

既修得単位の認定に関する規程の一部改正について 【総務課長】資料２ 

（３）その他 

 

３ 報告事項 

（１）その他 

 

Ⅳ 配付資料 

資料１ 事務組織規程の一部改正について 

資料２ 学部学生の他大学等における学修による単位等及び入学前の既修得単位の 

 認定に関する規程の一部改正について 

 

 

 次回予定 令和６年３月５日（火）教育研究評議会終了後～ 



 

第 ２ １ １ 回 国 立 大 学 法 人 筑 波 技 術 大 学 役 員 会 議 事 録 （ 案 ） 

 

 

Ⅰ 日 時 令和６年１月２５日（木）１６：００～１６：４０ 

 

Ⅱ 場 所 オンライン(Zoom)会議 

 

Ⅲ 出席者等 

・出席者 石原学長（議長）、酒井（貢）理事、四日市理事、長島理事 

・陪席者 鈴木（瑞）監事、鈴木（浩）監事、谷副学長、香田副学長 

・事務局 井手大学戦略課長（兼）総務課長、三村財務課長、元井聴覚障害系支援課長、 

大滝視覚障害系支援課長、他６名 

 

Ⅳ 議 事 

１ 前回議事録の確認について 

  前回議事録は、原案のとおり確認された。 

 

２ 審議事項 

  （１）中期計画の変更の認可申請について 

谷副学長から、資料１により、中期計画の変更の認可申請について説明があり、審議の

結果、原案のとおり了承された。 

 

（２）職員給与規程及び役員報酬規程の一部改正について 

井手総務課長から、資料２により、職員給与規程及び役員報酬規程の一部改正について

説明があり、審議の結果、原案のとおり了承された。 

 

（３）令和５年度筑波技術大学予算の補正について 

三村財務課長から、資料３により、令和５年度筑波技術大学予算の補正について説明が

あり、審議の結果、原案のとおり了承された。 

 

 

３ 報告事項 

（１）新学部設置に向けた検討状況について 

 

報告事項（１）については、資料４により報告があった。 

以 上  



国立大学法人筑波技術大学事務組織規程等の一部改正について 

 

１．改正理由 

事務組織の合理化のため、別紙１のとおり、大学戦略課と総務課の統合のほか、各課の

所掌業務の見直しを行うことに伴い、事務組織規程等の関係規則の一部改正を行う。 

 

２．主な改正内容 

（１）事務組織規程 

① 大学戦略課と総務課を統合し、大学戦略課とする。【第２条、第３条別表、第４条関

係】 

② 共生社会創成機構に関する事務の所掌を「大学戦略課」とする。【第４条第１６号】 

③ 学術・社会貢献に関する事務の所掌を「聴覚障害系支援課」から「大学戦略課」に改

める。【第４条第１７～２１号関係】 

④ 職員の定員管理に関する事務の所掌を「総務課」から「財務課」に改める。【第５条

第６号関係】 

⑤ 東西医学統合医療センターの医療事務等に関する事務の所掌を「視覚障害系支援課」

から「財務課」に改める。【第５条第１９～２０号関係】 

⑥ 専門職員を置くことができる組織を「課」から「課又は係」に改める。【第１２条第

３項関係】 

⑦ 第３条別表から総務課を削除し、各課に置く係を以下のとおり改める。 

・大学戦略課に「総務係」及び「人事係」を追加し、「評価・ＩＲ係」を削除する。 

・財務課に「医事係」を追加し、「総務・出納係」を「出納係」に改める。 

・聴覚障害系支援課から「企画調整係」及び「学術・社会貢献係」を削除する。 

・視覚障害系支援課から「総務係」及び「統合医療センター係」を削除し、「技術係」

を「情報保障支援係」に改める。 

 

（２）（１）以外の関係規則等（規則集未掲載分は記載略） 

次に掲げる規則等について、事務組織規程の改正内容を踏まえた所要の改正を行う。 

・危機管理規則 

・内部統制規程 

・役員会規程 

・学長選考・監察会議規則 

・学長選考規則実施細則 

・公的研究費の運営・管理に関する規則 

・経営協議会規程 

・教育研究評議会規程 

-1-

テキストボックス
資料１
役員会
(第212回)R6.2.21



・部局長会議規程 

・保健管理センター規程 

・情報処理通信センター規程 

・保健科学部附属東西医学統合医療センター規程 

・国際交流加速センター規程 

・ＦＤ・ＳＤ企画室規程 

・広報室規程 

・個人情報管理委員会規程 

・学術・研究委員会規程 

・人権問題等委員会規程 

・障害に対する合理的配慮推進委員会規程 

・研究倫理委員会規程 

・基金規則 

・監事候補者選考委員会規程 

・法人文書管理規程 

・規則等の制定改廃に関する規程 

・情報公開取扱規程 

・個人情報保護管理規則 

・個人情報の開示に関する規程 

・特定個人情報等の安全管理に関する基本方針 

・個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する規程 

・文書等処理規程 

・文書決裁規程 

・公印・電子署名規程 

・学報発行規程 

・公用車運用管理規程 

・内部通報に関する規程 

・防犯カメラの管理及び運用に関する規程 

・安全衛生管理規程 

・保健科学部附属東西医学統合医療センター医薬品等受託研究取扱細則 

・奨学寄附金受入規程 

・研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規則 

・利益相反マネジメント規程 

・動物実験等に関する規程 

・遺伝子組み換え実験安全管理規程 

・安全保障輸出管理規程 
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・会計機関等及び補助者の任命に関する取扱細則 

・天久保地区電気工作物保安規程 

・春日地区電気工作物保安規程 

 

（３）施行日 

   令和６年４月１日から施行する。 

 

（４）新旧対照表 

   別紙２のとおり。 
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別紙１

統合医療センター係

技術係 統合医療センター係

図書係 技術係 情報保障支援係

教務係 図書係 図書係

学生係 教務係 教務係

視覚障害系支援課 総務係 視覚障害系支援課 学生係 視覚障害系支援課 学生係
（筆頭業務）

情報保障支援係 （庶務）

図書係 情報保障支援係

事務組織規程上 令和６年２月現在の運用上 令和６年４月以降

教務係 図書係 情報保障支援係

医事係

学生係 教務係 図書係

学術・社会貢献係 学生係 学生係

聴覚障害系支援課 企画調整係 聴覚障害系支援課 企画調整係 聴覚障害系支援課 教務係

施設係 施設係 施設係

契約係 契約係 契約係

予算・決算係 出納係 出納係

財務課 総務・出納係 財務課 予算・決算係 財務課 予算・決算係

広報・情報化推進係 学術・社会貢献係
（情報化推進）

人事係 （広報） 人事係 情報化推進担当

総務課 総務係 総務課 総務係 人事係

企画戦略係評価・ＩＲ係

総務係大学戦略課企画戦略係大学戦略課企画戦略係大学戦略課
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国立大学法人筑波技術大学事務組織規程新旧対照表（案） 

（下線部分は改正部分） 

改正案 現行 

（略） 

（事務局の課） 

第２条 事務局に，次の４課を置く。 

(1) 大学戦略課

（削除）

(2) 財務課

(3) 聴覚障害系支援課

(4) 視覚障害系支援課

（課の係）

第３条 前条の課に，別表に掲げる係を置く。

（大学戦略課）

第４条 大学戦略課においては，次の事務をつかさどる。

(1) 儀式，全学的行事及び渉外に関すること。

(2) 役員会，経営協議会，教育研究評議会，学長選考・監察会議その他諸会議

に関すること。 

(3) 学則その他諸規則等の制定及び改廃に関すること。

(4) 公印（会計機関の公印を除く。）の制定，改廃及び管守に関すること。

(5) 文書，郵便物等の受領，配布，発送及び整理保存等に関すること。

(6) 大学基金に関すること。

(7) 広報活動に関すること。

(8) 大学の将来計画に関すること。

(9) 全学的な制度，組織及び機構改革に関すること。

(10) 中期目標・中期計画に関すること。

(11) 大学評価に関すること。

(12) 大学運営の改善に関すること。

(13) 社会貢献（産学官連携，地域連携及び大学間連携等）に関すること。

（略） 

（事務局の課） 

第２条 事務局に，次の５課を置く。 

(1) 大学戦略課

(2) 総務課

(3) 財務課

(4) 聴覚障害系支援課

(5) 視覚障害系支援課

（課の係）

第３条 前条の課に，別表に掲げる係を置く。

（大学戦略課）

第４条 大学戦略課においては，次の事務をつかさどる。

（新設）

（新設）

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

(1) 大学の将来計画に関すること。

(2) 全学的な制度，組織及び機構改革に関すること

(3) 中期目標・中期計画に関すること。

(4) 大学評価に関すること

(5) 大学運営の改善に関すること。

(6) 社会貢献（産学官連携，地域連携及び大学間連携等）に関すること。

別紙２
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改正案 現行 

(14) 指定統計調査その他大学の調査統計に関すること。 

(15) ＩＲ活動に関すること。 

(16) 共生社会創成機構の事務を総括し，連絡調整すること。 

(17) 学術団体等との連絡調整に関すること。 

(18) 科学研究費助成事業その他競争的研究費の交付申請等に関すること。 

(19) 受託研究及び共同研究等の外部資金の受入れに関すること。 

(20) 内地研究員に関すること。 

(21) 公開講座に関すること。 

(22) 職員の任免，給与，服務，評価，懲戒及び分限に関すること。 

(23) 職員の団体に関すること。 

(24) 職員の災害補償に関すること。 

(25) 職員の退職手当及び共済組合の長期給付に関すること。 

(26) 職員の栄典及び表彰に関すること。 

(27) 情報処理通信センターに関すること。 

(28) 全学共用計算機及び学内ネットワークシステム並びに事務用ネットワ

ークの運用管理,情報セキュリティに関すること。 

(29) その他他の課に属さない事項に関すること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 指定統計調査その他大学の調査統計に関すること。 

(8) ＩＲ活動に関すること。 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

(9) その他他の課に属さない事項に関すること。 

（総務課） 

第５条 総務課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 儀式，全学的行事及び渉外に関すること。 

(2) 役員会，経営協議会，教育研究評議会，学長選考・監察会議その他諸会議

に関すること。 

(3) 学則その他諸規則等の制定及び改廃に関すること。 

(4) 公印（会計機関の公印を除く。）の制定，改廃及び管守に関すること。 

(5) 文書，郵便物等の受領，配布，発送及び整理保存等に関すること。 

(6) 職員の任免，給与，服務，評価，懲戒及び分限に関すること。 

(7) 職員の定員管理に関すること。 

(8) 職員の団体に関すること。 

(9) 職員の災害補償に関すること。 

(10) 職員の退職手当及び共済組合の長期給付に関すること。 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

（財務課） 

第５条 財務課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 会計事務及び施設整備に関し，総括し，及び連絡調整すること。 

(2) 経営戦略会議その他諸会議に関すること。 

(3) 予算及び決算に関すること。 

(4) 会計の検査及び監査に関すること（監査室の所掌に関するものを除く。）。 

(5) 会計機関の設置等に関すること。 

(6) 職員の定員管理に関すること。 

(7) 共済組合（長期給付を除く。）に関すること。 

(8) 現金及び預金の出納保管に関すること。 

(9) 債権の管理及び計算証明に関すること。 

(10) 有価証券に関すること。 

(11) 給与等の支給及び源泉徴収に関すること。 

(12) 職員の旅費に関すること（他の課の所掌に関するものを除く。）。 

(13) 契約に関すること。 

(14) 外部資金に関すること（大学戦略課の所掌に関するものを除く。）。 

(15) 物品の管理に関すること。 

(16) 施設整備に関すること。 

(17) 財産に関すること。 

(18) 職員宿舎に関すること。 

(19) 保健科学部附属東西医学統合医療センターの医療事務に関すること。 

(20) 臨床検査業務，Ｘ線検査業務，薬剤業務及び看護業務の事務に関するこ

と。 

(21) その他会計事務及び施設整備等に関すること。 

(11) 職員の栄典及び表彰に関すること。 

(12) 大学基金に関すること。 

(13) 広報活動に関すること。 

(14) 情報処理通信センターに関すること。 

(15) 全学共用計算機及び学内ネットワークシステム並びに事務用ネットワ

ークの運用管理,情報セキュリティに関すること。 

（財務課） 

第６条 財務課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 会計事務及び施設整備に関し，総括し，及び連絡調整すること。 

(2) 経営戦略会議その他諸会議に関すること。 

(3) 予算及び決算に関すること。 

(4) 会計の検査及び監査に関すること（監査室の所掌に関するものを除く）。 

(5) 会計機関の設置等に関すること。 

（新設） 

(6) 共済組合（長期給付を除く。）に関すること。 

(7) 現金及び預金の出納保管に関すること。 

(8) 債権の管理及び計算証明に関すること。 

(9) 有価証券に関すること。 

(10) 給与等の支給及び源泉徴収に関すること。 

(11) 職員の旅費に関すること（他の課の所掌に関するものを除く。）。 

(12) 契約に関すること。 

(13) 外部資金に関すること（聴覚障害系支援課の所掌に関するものを除く）。 

(14) 物品の管理に関すること。 

(15) 施設整備に関すること。 

(16) 財産に関すること。 

(17) 職員宿舎に関すること。 

（新設） 

（新設） 

 

(18) その他会計事務及び施設整備等に関すること。 
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改正案 現行 

（聴覚障害系支援課） 

第６条 聴覚障害系支援課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 学部及び大学院技術科学研究科（以下「研究科」という。）の教務，学生

生活，入学者選抜，外国人留学生，就職並びに教職課程に関し，総括し，連

絡調整すること。 

(2) 障害者高等教育研究支援センター（以下「支援センター」という。）の事

務を総括し，連絡調整すること。 

(3) 産業技術学部教授会，支援センター教授会及び研究科運営委員会その他

諸会議に関すること。 

(4) 学生の表彰及び懲戒に関すること。 

(5) 学生の課外活動に関すること。 

(6) 保健管理センター（聴覚障害系）に関すること。 

(7) 学生の福利厚生施設及び厚生事業に関すること。 

(8) 奨学生の推薦等に関すること。 

(9) 入学料，授業料及び寄宿料の免除等に関すること。 

(10) 学生の就職等に関すること。 

(11) 学生寄宿舎の管理運営等に関すること。 

(12) 学生の募集及び入学者選抜に関すること。 

(13) 個別学力検査等の実施及び連絡調整に関すること。 

(14) 入学者選抜方法の改善に関する調査統計資料の収集に関すること。 

(15) 大学入学共通テストに関すること。 

(16) 教務及び入試事務に係る電算処理に関すること。 

(17) 教育課程の編成及び授業計画の実施に関すること。 

(18) 学籍の管理，学業成績の整理並びに記録及び学生の諸証明に関するこ

と。 

(19) 修学指導に関すること。 

(20) 国際交流の企画立案及び連絡調整に関すること。 

(21) 聴覚障害者団体等との連絡調整に関すること。 

（削除） 

（削除） 

（聴覚障害系支援課） 

第７条 聴覚障害系支援課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 学部及び大学院技術科学研究科（以下「研究科」という。）の教務，学生

生活，入学者選抜，外国人留学生，就職並びに教職課程に関し，総括し，連

絡調整すること。 

(2) 障害者高等教育支援センター（以下「支援センター」という。）の事務を

総括し，連絡調整すること。 

(3) 産業技術学部教授会，支援センター教授会及び研究科運営委員会その他

諸会議に関すること。 

(4) 学生の表彰及び懲戒に関すること。 

(5) 学生の課外活動に関すること。 

(6) 保健管理センター（聴覚障害系）に関すること。 

(7) 学生の福利厚生施設及び厚生事業に関すること。 

(8) 奨学生の推薦等に関すること。 

(9) 入学料，授業料及び寄宿料の免除等に関すること。 

(10) 学生の就職等に関すること。 

(11) 学生寄宿舎の管理運営等に関すること。 

(12) 学生の募集及び入学者選抜に関すること。 

(13) 個別学力検査等の実施及び連絡調整に関すること。 

(14) 入学者選抜方法の改善に関する調査統計資料の収集に関すること。 

(15) 大学入学共通テストに関すること。 

(16) 教務及び入試事務に係る電算処理に関すること。 

(17) 教育課程の編成及び授業計画の実施に関すること。 

(18) 学籍の管理，学業成績の整理並びに記録及び学生の諸証明に関するこ

と。 

(20) 修学指導に関すること。 

(21) 国際交流の企画立案及び連絡調整に関すること。 

(22) 聴覚障害者団体及び学術団体等との連絡調整に関すること。 

(23) 科学研究費助成事業その他競争的研究費の交付申請等に関すること。 

(24) 受託研究及び共同研究等の外部資金の受入れに関すること。 
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改正案 現行 

（削除） 

（削除） 

(22) 附属図書館資料の選択，調達，受入れ及び閲覧に関すること。 

(23) 附属図書館設備及び資料の管理に関すること。 

(24) 情報保障に関すること。 

(25) その他産業技術学部，研究科産業技術学専攻及び情報アクセシビリティ

専攻（天久保地区に限る。）における教務，学生生活に係る指導助言等に関

すること。 

（視覚障害系支援課） 

第７条 視覚障害系支援課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 保健科学部及び研究科保健科学専攻における教務，学生生活に係る指導

助言等に関し，連絡調整すること。 

(2) 保健科学部教授会その他諸会議に関すること。 

（削除） 

 

 

(3) 学生の表彰及び懲戒に関すること。 

(4) 学生の課外活動に関すること。 

(5) 保健管理センター（視覚障害系）に関すること。 

(6) 学生の福利厚生施設及び厚生事業に関すること。 

(7) 奨学生の推薦等に関すること。 

(8) 入学料，授業料及び寄宿料の免除等に関すること。 

(9) 学生の就職等に関すること。 

(10) 学生寄宿舎の管理運営等に関すること。 

(11) 学生の募集及び入学者選抜に関すること。 

(12) 個別学力検査等の実施及び連絡調整に関すること。 

(13) 入学者選抜方法の改善に関する調査統計資料の収集に関すること。 

(14) 教務及び入試事務に係る電算処理に関すること。 

(15) 教育課程の編成及び授業計画の実施に関すること。 

(16) 学籍の管理，学業成績の整理並びに記録及び学生の諸証明に関するこ

(25) 内地研究員に関すること。 

(26) 公開講座に関すること。 

(27) 附属図書館資料の選択，調達，受入れ及び閲覧に関すること。 

(28) 附属図書館設備及び資料の管理に関すること。 

(29) 情報保障に関すること。 

(30) その他産業技術学部，研究科産業技術学専攻及び情報アクセシビリティ

専攻（天久保地区に限る。）における教務，学生生活に係る指導助言等に関

すること。 

（視覚障害系支援課） 

第８条 視覚障害系支援課においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 保健科学部及び研究科保健科学専攻における教務，学生生活に係る指導

助言等に関し，連絡調整すること。 

(2) 保健科学部教授会その他諸会議に関すること。 

(3) 保健科学部，研究科保健科学専攻，支援センター（春日地区）及び保健管

理センター（視覚障害系）における庶務及び会計に関する事務を処理するこ

と。 

(4) 学生の表彰及び懲戒に関すること。 

(5) 学生の課外活動に関すること。 

(6) 保健管理センター（視覚障害系）に関すること。 

(7) 学生の福利厚生施設及び厚生事業に関すること。 

(8) 奨学生の推薦等に関すること。 

(9) 入学料，授業料及び寄宿料の免除等に関すること。 

(10) 学生の就職等に関すること。 

(11) 学生寄宿舎の管理運営等に関すること。 

(12) 学生の募集及び入学者選抜に関すること。 

(13) 個別学力検査等の実施及び連絡調整に関すること。 

(14) 入学者選抜方法の改善に関する調査統計資料の収集に関すること。 

(15) 教務及び入試事務に係る電算処理に関すること。 

(16) 教育課程の編成及び授業計画の実施に関すること。 

(17) 学籍の管理，学業成績の整理並びに記録及び学生の諸証明に関するこ
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と。 

(17) 学生の身分異動に関すること。 

(18) 修学指導に関すること。 

(19) 国際交流の連絡調整に関すること。 

(20) 視覚障害者団体等との連絡調整に関すること。 

(21) 附属図書館資料の選択，調達，受入れ及び閲覧に関すること。 

(22) 附属図書館設備及び資料の管理に関すること。 

(23) 学生の実験実習等への技術的支援に関すること。 

(24) 保健科学部，研究科保健科学専攻及び支援センターの視覚障害教育研究

（以下「保健科学部等」という。）に係る障害補償支援に関すること。 

(25) 保健科学部等の教材作成支援に関すること。 

（削除） 

（削除） 

 

(26) その他保健科学部，研究科保健科学専攻及び情報アクセシビリティ専攻

（春日地区に限る。）における教務，学生生活に係る指導助言等に関するこ

と。 

（事務局長） 

第８条 事務局に事務局長を置く。 

２ 事務局長は，学長の監督の下に事務局の事務を掌理する。 

（課長） 

第９条 課に課長を置く。 

２ 課長は，上司の命を受け，課の事務を処理する。 

（課長補佐） 

第１０条 課に課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は，課長を補佐し，課の所掌事務を整理する。 

（専門員） 

第１１条 課に専門員を置くことができる。 

２ 専門員は，上司の命を受け，課の所掌事務のうち高度の専門的知識又は経

験を必要とする特定の分野の事務を直接処理する。 

と。 

(18) 学生の身分異動に関すること。 

(19) 修学指導に関すること。 

（新設） 

(20) 視覚障害者団体等との連絡調整に関すること。 

(21) 附属図書館資料の選択，調達，受入れ及び閲覧に関すること。 

(22) 附属図書館設備及び資料の管理に関すること。 

(23) 学生の実験実習等への技術的支援に関すること。 

(24) 保健科学部，研究科保健科学専攻及び支援センターの視覚障害教育研究

（以下「保健科学部等」という。）に係る障害補償支援に関すること。 

(25) 保健科学部等の教材作成支援に関すること。 

(26) 保健科学部附属東西医学統合医療センターの医療事務に関すること。 

(27) 臨床検査業務，Ｘ線検査業務，薬剤業務及び看護業務の事務に関するこ

と。 

(28) その他保健科学部，研究科保健科学専攻及び情報アクセシビリティ専攻

（春日地区に限る。）における教務，学生生活に係る指導助言等に関するこ

と。 

（事務局長） 

第９条 事務局に事務局長を置く。 

２ 事務局長は，学長の監督の下に事務局の事務を掌理する。 

（課長） 

第１０条 課に課長を置く。 

２ 課長は，上司の命を受け，課の事務を処理する。 

（課長補佐） 

第１１条 課に課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は，課長を補佐し，課の所掌事務を整理する。 

（専門員） 

第１２条 課に専門員を置くことができる。 

２ 専門員は，上司の命を受け，課の所掌事務のうち高度の専門的知識又は経

験を必要とする特定の分野の事務を直接処理する。  
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（係長等） 

第１２条 係に係長を置き，事務職員又は技術職員をもって充てる。 

２ 係長は，上司の命を受け，当該係の事務を処理する。 

３ 課又は係に専門職員を置くことができる。 

４ 専門職員は，上司の命を受け，専門的知識又は経験を必要とする特定又は

一定範囲の分野の事務を直接処理する。 

（主任） 

第１３条 係に主任を置くことができる。 

２ 主任は，事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 主任は，上司の命を受け，専門的事務を処理する。 

（課の事務分掌等） 

第１４条 課の係等の事務分掌については，事務局長が調整し，別に定める。 

２ この規程の解釈に疑義があるときは，事務局長が調整し，決定する。 

 

附 則 

この規程は，令和６年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 
課  名 係     名 

大学戦略課 総務係 企画戦略係 人事係 

（削除） （削除） 

財務課 予算・決算係 出納係 契約係 施設係 医事係 
聴覚障害系支援

課 教務係 学生係 図書係 情報保障支援係 

視覚障害系支援

課 学生係 教務係 図書係 情報保障支援係 

 

 

（係長等） 

第１３条 係に係長を置き，事務職員又は技術職員をもって充てる。 

２ 係長は，上司の命を受け，当該係の事務を処理する。 

３ 課に専門職員を置くことができる。 

４ 専門職員は，上司の命を受け，専門的知識又は経験を必要とする特定又は

一定範囲の分野の事務を直接処理する。 

（主任） 

第１４条 係に主任を置くことができる。 

２ 主任は，事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 主任は，上司の命を受け，専門的事務を処理する。 

（課の事務分掌等） 

第１５条 課の係等の事務分掌については，事務局長が調整し，別に定める。 

２ この規程の解釈に疑義があるときは，事務局長が調整し，決定する。 

 

 

 

 

別表（第３条関係） 
課  名 係     名 

大学戦略課 企画戦略係 評価・ＩＲ係 

総務課 総務係 人事係 広報・情報化推進係 

財務課 総務・出納係 予算・決算係 契約係 施設係 
聴覚障害系支援

課 
企画調整係 学術・社会貢献係 学生係 教務係 図書係 
情報保障支援係 

視覚障害系支援

課 
総務係 学生係 教務係 図書係 技術係 統合医療センタ

ー係 
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国立大学法人筑波技術大学学部学生の他大学等における学修による単位等及び入学前の既修得

単位等の認定に関する規程の一部改正について 

1  改正の趣旨 

  令和６年度以降入学の産業技術学部編入学生にかかる単位認定においては、「産業技術学部編

入学生の既修得単位の認定に係る申合せ」により行うこととするため、「国立大学法人筑波技術大

学学部学生の他大学等における学修による単位等及び入学前の既修得単位等の認定に関する規

程」（以下、既修得単位等の認定に関する規程）の改正を行う。 

２ 改正の内容 

  既修得単位等の認定に関する規程について、第３条で定めている「入学前既修得単位等の認定」につ

き、追記を行う。 

  認定した授業科目の成績の評語について、「認定」ではなく「認」とする。 

３ 施行日 

令和６年４月１日 
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国立大学法人筑波技術大学学部学生の他大学等における学修による単位等及び入学前の既修得単位等の認定に関する規程（案） 

新 旧 

 （略） 

（入学前既修得単位等の認定） 

第３条 学生が本学入学前に修得した単位等で，本学において授業科

目の履修とみなし，単位を認定できるものは前条各号に定めるとお

りとする。 

２ 産業技術学部における編入学生の単位認定については，別途定め

る「国立大学法人筑波技術大学産業技術学部編入学生の既修得単位

等の認定に係る申合せ」により，認定を行う。 

（略） 

（単位認定審査等） 

第５条 単位認定の審査は，学部教授会において行うものとし，認

定については，学部教授会の議を経て学長が行う。 

２  単位の認定は，本学において現に開設している授業科目及びそ

の単位数の範囲とし，在学中に修得した単位及び入学前に修得し

た単位数と合わせて６０単位を限度とする。 

３ 認定した授業科目の成績の評語は，「認」とする。 

（略） 

附 則 

この規程は，令和６年４月１日から施行する。 

（略） 

（入学前既修得単位等の認定） 

第３条 学生が本学入学前に修得した単位等で，本学において授業科

目の履修とみなし，単位を認定できるものは前条各号に定めるとお

りとする。 

（略） 

（単位認定審査等） 

第５条 単位認定の審査は，学部教授会において行うものとし，認

定については，学部教授会の議を経て学長が行う。 

２  単位の認定は，本学において現に開設している授業科目及びその

単位数の範囲とし，在学中に修得した単位及び入学前に修得した

単位数と合わせて６０単位を限度とする。 

３ 認定した授業科目の成績の評語は，「認定」とする。 

（略） 
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国立大学法人筑波技術大学産業技術学部編入学生の既修得単位等の認定に係る申合せ 

令和６年１月１７日 

産業技術学部教授会 

（趣旨） 

第１条 この申合せは，国立大学法人筑波技術大学学則（平成２２年学則第１号。以下「学則」という。）

第１６条の規定に基づき，産業技術学部の第２年次又は第３年次に編入学を許可された者の入学前の

既修得単位等の単位認定に関する事項について定める。 

（単位の認定） 

第２条 学則第１６条の規程に基づき編入学を許可された者が，入学前の他の大学，短期大学（外国の大

学又は短期大学を含む。），高等専門学校の課程又は専修学校の専門課程において修得した単位を，本

学における授業科目の履修により修得したものとみなし，認定するものとする。 

２ 前項により認定する単位数等は，別表のとおりとする。 

３ 前項の単位認定に加え，各学科において一括認定されない科目区分において，個別に読み替えが可能

な科目については，編入学生の申請に基づき，個別認定を行う。 

（単位認定の上限） 

第３条 前条における一括認定と個別認定を合わせた単位数は，３年次編入学において７５単位，２年次

編入学において６０単位をそれぞれ上限とする。 

（認定の決定） 

第４条 第２条に規定する単位認定の審査は，産業技術学部教授会（以下，学部教授会という。）におい

て行うものとし，認定については，学部教授会の議を経て，学長が行うものとする。この場合におい

て，学長は，認定した授業科目及び単位について，別記様式の単位認定通知書を交付するものとし，

認定した授業科目の評語は，「認」とする。 

（定めのない事項） 

第５条 この申合せに定めのない事項については，編入学した年次に適用される学則並びに産業技術学

部の授業科目の履修及び単位認定に関する規程等を準用する。 

（申合せの改廃） 

第６条 この申合せの改廃は，学部教授会において定める。 

附 則 

この申合せは，令和６年４月１日から実施する。 
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別表（第２条第２項関係） 

学科 
編入

年次 
科目区分 

卒業要件 

単位数 

一括認定単位数

(注１) 
備考 

 
 
 
 

産
業
情
報
学
科 

 

 
 

３
年
次 

 

教養教育系科目 ３４単位 ３２単位 (注２) 

専門教育

系科目  

産業技術学基礎教育科目 ２２単位 ２２単位  

専門基礎教育科目 
６９単位 ８単位 (注３) 

専門教育科目 

 

２
年
次 

教養教育系科目 ３４単位 １７単位  

専門教育

系科目 

産業技術学基礎教育科目 ２２単位 １４単位  

専門教育科目 ６９単位 ０単位  

 
 
 

総
合
デ
ザ
イ
ン
学
科 

 
 

３
年
次 

教養教育系科目 ３４単位 ３２単位 (注２) 

専門教育

系科目 

総合デザイン学科基礎教育科目 ２２単位 ２２単位  

専門教育科目 ６９単位 ８単位 (注３) 

 
 

２
年
次 

教養教育系科目 ３４単位 １７単位  

専門教育

系科目 

総合デザイン学科基礎教育科目 ２２単位 １４単位  

専門教育科目 ６９単位 ０単位  

 

注１：編入学時に修得している単位に基づき，科目内容に関わらず，各科目区分において所定の単位数

を卒業の要件として修得すべき単位として一括認定する。 

注２：各学科の教養教育系科目における単位認定につき，必修科目「英語 C」については一括認定の対

象としない。ただし，個別に単位認定を申請することは可とする。 

注３：各学科の３年次編入学専門教育科目（産業情報学科においては専門基礎教育科目も含む）におけ

る８単位分の一括認定において，必修・選択の別については，別記様式による編入学生の申告に基づ

くものとする。 
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別記様式（第４条関係） 

 

単 位 認 定 通 知 書 

（一括認定） 

 

学 部   

学 科   

年 次   

学籍番号  

氏 名   

 

１ 単位修得大学等                                  

２  学 修 期 間      年   月   日 ～     年   月  日     

科目区分 単位 評語 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計    

 

 

上記のとおり本学において修得したものとみなし，単位を認定する。 

  

 

                         令和  年  月  日 

                         筑波技術大学長 
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別記様式（３年次編入学） 

 

単位一括認定にかかる科目区分等申告書 

 

年  月  日 

筑波技術大学長 殿 

所属 産業技術学部     学科  年次 

学籍番号  

氏 名   

 

１ 単位修得大学等                            

２  学 修 期 間      年   月   日 ～   年   月   日   

３ 添 付 書 類  成績証明書 

４ 申     請    

 「専門教育科目（産業情報学科においては専門基礎教育科目を含む）」の一括認定に

おいて，下記のとおり申告します。 

科目区分 科目名 単位 
必修・選択

の別 

標準履修

年次 
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